
令和8年4月15日

貸金業者の経営実態等に関する
調査報告書（抜粋）

業務企画部 調査課



Copyright © 2026 Japan Financial Services Association. All Rights Reserved

目次
０３調査概要 ------------------------------------------------------------------------------------------------------

０４1.登録貸金業者数と協会員数の推移 ---------------------------------------------------------------------

０５2.協会員数の業態・事業規模別の内訳（構成比） ----------------------------------------------------

０６3.協会員の貸付残高の推移 --------------------------------------------------------------------------------

０７4.消費者向無担保貸金業者の残高規模別残高推移 ----------------------------------------------------

０８5.業態別の事業者向貸付残高推移 ------------------------------------------------------------------------

０９6.貸倒損失による影響 --------------------------------------------------------------------------------------

１０7.利息返還損失の状況 -------------------------------------------------------------------------------------

１１8.貸金業者の収益構造 -------------------------------------------------------------------------------------

１２9.顧客ニーズの変化 ----------------------------------------------------------------------------------------

１３10.貸金業を行う上で影響の大きい環境変化 -----------------------------------------------------------

１４11.経営における問題・課題について -------------------------------------------------------------------

１５12.収益構造を改善するための取組み -------------------------------------------------------------------

１６13.財務状況の変化と資金繰りの状況 -------------------------------------------------------------------

１７14.業況判断と先行きの予測 ------------------------------------------------------------------------------

１９15.今後の貸金事業の見通し ------------------------------------------------------------------------------

２０16.金融犯罪や詐欺被害防止に向けた取組み -----------------------------------------------------------

２１17.金融リテラシー向上に向けた取組み -----------------------------------------------------------------

２２18.日本貸金業協会に対して望むこと --------------------------------------------------------------------

２３19.ＳＮＳやブログの利用状況・ｴﾝﾍﾞﾃﾞｯﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽの実施状況------------------------------------------

２４おわりに ------------------------------------------------------------------------------------------------------



Copyright © 2026 Japan Financial Services Association. All Rights Reserved

調査概要

郵送、電子メール、ファイル転送による調査１.調 査 方 法

貸金業者（令和7年11末時点における日本貸金業協会の協会員及び非協会員）２.調 査 対 象

令和7年12月24日から令和8年2月2日３.調 査 期 間

貸金業者 1,347業者（協会員 904業者・非協会員 443業者）
※調査票を発送後に「廃業・不更新」となった貸金業者等を除く４.調査票発送数

（1）貸金市場の変遷と構造変化
・貸金業者数の変遷
・貸付残高の推移
・消費者向貸付、事業者向貸付の動向 等

（2）貸金業者の収益構造
・収益、利息収入、営業費用 等
・主な資金調達先や資金繰りの変化 等

（3）貸金業者の課題と取組み
・環境変化（市場の縮小、景気動向、物価上昇等を含む）の影響
・重要課題と取組み
・今後の事業方針 等

（4）その他
・貸金業以外の事業との兼業状況
・貸金業者の業況感 等

５.主な調査項目

3

■ 有効回答数：795業者（協会員665業者・非協会員130業者）

■ 有効回答率： 59.0％（協会員73.5％・非協会員29.3％）
前回： 805業者 （ 協会員661業者 ・ 非協会員144業者）

前回： 58.6％ （ 協会員 73.4％ ・ 非協会員 30.4％）
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１．登録貸金業者数と協会員数の推移
貸金業者数は、登録貸金業者数、協会員数ともに微減が続いており、2025年3月は、それぞれ1,473者（前年比△42者）、
1,009者（同△9社）となり、加入率は68.5％（漸増）となった。

 2024年度の協会入退会は、加入47者、退会56者となり退会数に占める入会数の割合は83.9％となった。
また、業態別内訳をみると、加入では、事業者向貸金業者が7割超、退会では消費者向貸金業者が５割超となっている。

2011年度以降の協会入退会者数の推移貸金業者数の変遷（登録貸金業者数、協会員数）

（出所）金融庁「貸金業関係資料集」をもとに日本貸金業協会が作成
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２．協会員数の業態・事業規模別の内訳（構成比）

協会員数の事業規模別構成比の推移消費者向貸付残高の推移

協会員数の業態別構成をみると、「消費者向無担保貸金業者」が減少し、「事業者向貸金業者」が増加する動きには変化が
なく、協会入会者の7割が「事業者向貸金業者」が占めていることから、この傾向は当面継続することが見込まれる。

「消費者向無担保貸金業者」減少の主な要因は、2009/3に1,071者あった「個人貸金業者」（うち、801者が「消費者向無
担保貸金業者」）が大幅に減少したことにある。主な要因は、上限金利の引き下げ、法対応コストの増大、デジタル契約へ
の移行などによる収益性・利幅の減少が挙げられるが、経営者の高齢化（承継者不在）も少なくない。

協会員数の業態別構成比の推移

5
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消費者向無担保貸金業者 801者
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３．協会員の貸付残高の推移

事業者向貸付残高の推移（協会員）
N=554（2013/3からすべての年度の調査結果がある協会員）

（注）関係会社向け貸付等の特殊な貸付を除く

N=554（2013/3からすべての年度の調査結果がある協会員）
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協会員の消費者向貸付残高は、2022年以降、順調に増加しており、2025年にはコロナ禍による減少前（2020年）比で
＋22％の水準となった。内訳を見ると、消費者向無担保貸付残高は前年比＋7.7％、消費者向住宅向貸付残高は同＋9.5％と
なっている。

事業者向貸付残高は、2023年以降、着実に増加しているものの、2025年時点においても、コロナ禍による減少前（2020
年）の水準には回復していない。2025年の内訳を見ると、無担保貸付残高は前年比＋4.6％と増加した一方、有担保貸付残
高は同△0.5％と減少している。

消費者向貸付残高の推移（協会員）

本編21ページ
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４．消費者向無担保貸金業者の残高規模別残高推移

7

大規模事業者、小規模事業者においては、近年の傾向に大きな変化は見られない。
中規模の事業者は、回復傾向にありながらも減少が継続していたところ、５年ぶりにプラス伸長となった。
新規加入事業者の直近5年間の推移をみると、スマホ等で利用できるコミュニケーションアプリ等を活用した集客を主流と
した事業者を中心に増加基調で推移している。

大規模
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５．業態別の事業者向貸付残高推移
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事業者向貸金業者は、2022年以降、順調に増加しており、2025年にはコロナ禍による減少前（2020年）比で＋44％の水
準となった。足元3年間においては、前年比15％前後の伸びが続いている。

また、リース会社についても、2022年以降、増加基調が継続しており、2025年は2020年比＋52％、前年比＋14.2％と
なった。

一方、クレジットカード・信販会社は、コロナ禍における大幅な減少後もさらに減少基調が続いており、2025年には2020
年比△58％の水準まで落ち込んでいる。

事業者向貸金業者 リース会社 クレジットカード・信販会社
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（左記以外で5年間データあり）

（注）関係会社向け貸付等の特殊な貸付を除く
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主な貸付先別の経年変化をみると、「消費者向貸付が主体の貸金業者」では、「悪化した」とする回答の減少により、前回
調査からやや改善がみられる。一方、「事業者向貸付が主体の貸金業者」では、直近3年間において「変わらない」が約
75％を占めており、概ね横ばいで推移している。

また、主な貸付先別を残高規模別にみると、「消費者向貸付が主体の貸金業者」では、規模が大きいほどDIが大きい。
一方、「事業者向貸付が主体の貸金業者」では、「残高500億円超」の事業者において、「悪化した」とする回答割合が
「残高500億円以下」の法人事業者を大きく上回る結果となった。

主な貸付先別×残高規模別主な貸付先別（経年比較）

６．貸倒損失による影響

DI＝（「改善した」－「悪化した」）

9
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利息返還金（元本毀損額含む）の累計は約7.7兆円に達している。2011年度以降は減少傾向にあるものの、「利息返還請
求による影響の変化」に関する調査では、依然として、少数ながらも「悪化した」との回答も見られる。

直近３年間の推移を業態別にみると、「消費者向無担保貸金業者」は減少傾向に、また「クレジットカード・信販会社」は、
2023年度に一旦増加したものの、2024年度は減少に転じている。

利息返還金額（元本毀損額含む）の推移／業態別利息返還金額（元本毀損額含む）の推移

７．利息返還損失の状況

（注）「*」は、過去に実施した調査の結果

前年度と比較した利息返還請求による影響の変化

10
本編215ページ
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利息返還金 利息返還請求に伴う… 前年比

（億円）

5,535

991
856

689

10,424

8,505

累計約7.7兆円

20.8%

16.9%

69.8%

70.6%

3.3%

4.1%

6.1%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2025年度調査

(n=461)

2024年度調査

(n=467)

改善した 変わらない 悪化した わからない

448.0
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671.8
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322.1

248.3
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248.3
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X.X％ ＝「利息収入」－「営業費用（引当金を含まない）」

11

本編14ページ

中規模の消費者向無担保貸金業者では、前年に比べて利息返還金が0.1ポイント減少しているものの、貸倒費用ほか費用計
が0.5ポイント増加したため、「利息収入-営業費用」は0.5ポイント減少し、1.4％となった。

小規模の消費者向無担保貸金業者では、各項目はおおむね横ばいで推移し、「利息収入-営業費用」は0.9％を確保したが、
貸付残高そのものの減少が続いており、厳しい状況にあると考えられる。

また、小規模の事業者向貸金業者では、利息収入が減少しているが、営業費用計が圧縮された結果、「利息収入-営業費
用」は3.7％となった。

消費者向無担保貸金業者

中規模／貸付残高1億円超500億円以下 小規模／貸付残高1億円以下

８．貸金業者の収益構造

14.5% 14.4% 14.3%

1.7% 1.8% 1.8%

2.5% 2.4% 2.7%

8.0% 7.9%
8.1%

0.6% 0.4%
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収入
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利息返還金 その他

販売管理費

貸倒償却

費用

金融費用 営業貸付金

利息

23/3 24/3 25/3

（ｎ=48）

1.9％1.7％ 1.4％
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利息

23/3 24/3 25/3

（ｎ=14）

0.6％0.8％ 0.9％

小規模／資本金1億円未満・個人貸金業者

11.7% 11.2%
10.0%

1.8% 1.8% 1.5%

0.9% 1.3% 1.2%

4.5% 4.1%
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3.6％4.1％ 3.7％

事業者向貸金業者

本編16ページ 本編21ページ

12.8％
13.7％

6.3％
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９．顧客ニーズの変化
個人顧客においては、「スマートフォンが選好される」「非対面が選好される」「時間・場所にとらわれない」の3項目が引き続き
上位を占めている。また、「借入までの時間を気にする」、「秘匿性を選好する」および「新たな借入れに消極的」とする回答に
は増加がみられる。「新たな借入れに消極的」を貸付残高別にみると、個人貸金業者において高い。

法人顧客においては、「金利を気にする」、「借入可能額を気にする」といった項目が上位に位置しており、いずれも増加率が高
い。

12
本編41ページ

法人顧客／複数回答（上位10項目）個人顧客／複数回答（上位10項目）

本編38ページ

57.2%

53.2%

40.2%

31.5%

27.8%

26.8%

24.5%

24.0%

23.5%

17.9%

59.0%

57.4%

40.5%

29.6%

25.7%

27.1%

21.8%

23.6%

24.5%

16.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スマートフォンを使ったサービスが

選好される傾向が強まっている

非対面でのサービスが選好される傾向が強まっている

時間や場所にとらわれない傾向が強まっている

申込みから借入れまでの時間を

気にする傾向が強まっている

プライバシーの配慮など

秘匿性を気にする傾向が強まっている

借入れできる金額を気にする傾向が強まっている

新たな借入れに消極的になっている

借入れする際の金利を気にする傾向が強まっている

借入れする際の個人情報などの

安全性を気にする傾向が強まっている

銀行などの金融機関と比較されるケースが増えている

2025年度調査(n=425) 2024年度調査(n=432)

48.0%

33.2%

27.7%

27.4%

24.6%

20.6%

14.8%

13.8%

13.2%

12.6%

39.4%

26.8%

27.6%

27.9%

27.1%

22.4%

15.3%

13.5%

16.8%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

借入れする際の金利を気にする傾向が強まっている

借入れできる金額を気にする傾向が強まっている

新たな借入れに積極的になっている

申込みから借入れまでの時間を

気にする傾向が強まっている

銀行などの金融機関と比較されるケースが増えている

非対面でのサービスが選好される傾向が強まっている

時間や場所にとらわれない傾向が強まっている

完済までの期間や毎月の返済額を

気にする傾向が強まっている

スマートフォンを使ったサービスが

選好される傾向が強まっている

借入れする際の個人情報などの

安全性を気にする傾向が強まっている

2025年度調査(n=325) 2024年度調査(n=340)

14.8%

20.7%

25.5%

44.4%

残高500億円超（n=27）

残高500億円以下…

残高1億円以下（n=98）

個人貸金業者（n=54）

＋8.6

＋6.4
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主な貸付先別にみると、前々回調査からの増加幅が特に大きい項目は、「市場金利の動向や量的金融緩和などの金融政策の変
化」および「人手不足・賃金上昇」で主な貸付先の別によらず共通している。加えて、「急速な円安進行や物価の上昇による
経済への影響」、「競合状況の変化（他の貸金業者）」、「サイバー攻撃による被害の拡大」も共通して増加がみられる。

また、「消費者向貸付が主体の貸金業者」においては、他に「労働者の価値観や生活、働き方に対するニーズの多様化」、
「高度情報化社会の進展やAIなど技術環境の変化」についても増加がみられる。

10．貸金業を行う上で影響の大きい環境変化

消費者向貸付が主体の貸金業者／複数回答 事業者向貸付が主体の貸金業者／複数回答

本編32ページ 本編33ページ
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6.6%

1.1%

52.7%

58.5%

42.3%

21.4%

31.6%

29.1%

14.3%

24.2%

19.8%

22.3%

7.1%

3.6%

0.5%

49.7%

26.4%

23.6%

17.0%

14.0%

25.0%

5.8%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市場の縮小・構造的変化

少子高齢化・人口減少

企業収益や雇用・所得環境の改善などの景気動向

市場金利の動向や、量的金融緩和などの

金融政策の変化

急速な円安進行や物価の上昇による経済への影響

地域経済の衰退

人手不足・賃金上昇

競合状況の変化（他の貸金業者）

労働者の価値観や生活、

働き方に対するニーズの多様化
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会計基準の変更
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主な貸付先別にみると、「新規顧客の開拓（新規顧客の減少）」が主な貸付先の別によらず共通して最も高く、「消費者向
貸付が主体の貸金業者」では、69.9％と極めて高いものとなっている。

上位3項目について貸金業者の所在地域別にみると、②「事業の収益性」においては「北海道・東北地方の消費者向貸付主
体の事業者」、③「貸付先の倒産」においては「中部地方の事業者向貸付主体の事業者」が、それぞれ他の地域と比べて高
い割合を示している。

11．経営における問題・課題について

経営における問題・課題（上位３）

（所在地域別×主な貸付先別／複数回答）

経営における問題・課題

（主な貸付先別／複数回答）
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銀行などの預金取扱金融機関等との競合
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純資産5千万円超を維持する問題
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ファクタリング業者との競合
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12．収益構造を改善するための取組み

収益構造を改善するための取組み
（残高規模別／複数回答）

主な貸付主体別にみると、「人件費の見直し・効率化」および「既存のシステムコストの見直し・効率化」が共通して高い
割合を示している。加えて、「消費者向貸付が主体の貸金業者」においては「信用コストの見直し・与信管理の効率化」が、
「事業者向貸付が主体の貸金業者」においては「支払利息など金融費用の見直し・効率化」がそれぞれ続いている。

残高規模別にみると、「残高500億円超の貸金業者」は、各取組みの実施割合が高い。他のセグメントでは、「人件費の見直し・効
率化」が共通して最も高くなっており、特に「個人貸金業者」においては大幅な増加がみられる。

収益構造を改善するための取組み
（主な貸付先別／複数回答）
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本編78ページ 本編80ページ *
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37.8

39.5

19.6
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2.1
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人件費の見直し・効率化

既存のシステムコスト等の見直し・効率化

支払利息など金融費用の見直し・効率化

信用コストの見直し・与信管理の効率化

広告宣伝費の見直し・効率化

新たな投資コスト等の見直し・効率化

不動産賃料等の見直し・効率化

その他

2025年度調査(n=288) 2024年度調査(n=286)
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新たな投資コスト等の見直し・効率化
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その他

2025年度調査(n=185) 2024年度調査(n=170)

消費者向貸付が主体の貸金業者

事業者向貸付が主体の貸金業者
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2024年度調査(n=30)

残高500億円超
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7.4%
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0% 50% 100%

2025年度調査(n=27)

2024年度調査(n=25)

個人貸金業者

＋15.3
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13．財務状況の変化と資金繰りの状況

16

財務状況の変化

27.6%

25.6%

21.6%

18.7%

10.1%

6.3%

5.8%

2.2%

1.3%

0.2%

13.0%

28.8%

18.1%

21.3%

21.3%

12.1%

6.4%

5.0%

1.8%

0.9%

0.2%

16.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

収益改善に伴う財務・資金繰りの改善

市場金利の上昇による

財務状況・資金繰りの悪化

収益悪化に伴う財務・資金繰りの悪化

兼業している主たる事業の業績改善に

伴う財務・資金繰りの改善

事業・人員の整理による財務・資金繰りの改善

兼業している主たる事業の業績悪化に

伴う財務・資金繰りの悪化

金融機関の融資姿勢の厳格化に

伴う財務・資金繰りの悪化

助成金・給付金による財務・資金繰りの改善

事業譲渡・合併に伴う、譲渡先の

信用力等による財務・資金繰りの改善

ゼロゼロ融資の返済開始による

財務状況・資金繰りの悪化

その他

2025年度調査 (n=445) 2024年度調査 (n=437)

財務状況の変化をみると、「収益改善に伴う財務・資金繰りの改善」が最も高くなっているものの、「市場金利の上昇によ
る財務状況・資金繰りの悪化」が続き、前回調査から7.5ポイント増加している。

直近１年間の資金繰りの状況を貸付残高別にみると、「残高500億円超の事業者」では。「変わらない」が90％を超えて
おりほぼ変化がない。「500億円以下の事業者」では、わずかであるが改善がみられる。

許容範囲の金利水準は、市場金利の上昇を受け、「1％以下」とする事業者は2年間で1/3に減少した。

＋7.5

本編43ページ
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21.6%

33.5%

59.7%

51.5%

44.9%

18.9%

18.7%

15.0%

4.0%

2.9%

4.2%

5.5%

5.3%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2025年度調査

(n=201)

2024年度調査

(n=171)

2023年度調査

(n=167)

1％以下 1％超〜3％以下 3％超〜5％以下 5％超〜7％以下 7％超

直近１年間の資金繰りの状況

金利が上昇した場合の許容範囲と考える金利水準

本編209ページ *

本編111ページ

ＤＩ

2.9%

11.5%

8.2%

94.2%

81.4%

85.4%

2.9%

7.1%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

残高500億円超

(n=34)

残高1億円超

500億円以下(n=253)

残高1億円以下

(n=109)

改善した 変わらない 悪化した

(+1.8)

(0.0)

(+4.4)
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20.0

23/12月 24/6月 24/12月 25/6月 25/12月 先行き（予測）

主に消費者向け貸付を行っている

（n=151）

主に事業者向け貸付を行っている

（n=102）

(ＤＩ)

（ｎ=253）
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23/12月 24/6月 24/12月 25/6月 25/12月 先行き（予測）

主に消費者向け貸付を行っている

（n=151）

主に事業者向け貸付を行っている

（n=102）

(ＤＩ)

（ｎ=253）

現在の業況判断（ＤＩ・「良い」-「悪い」）と先行きの予測（主な貸付先別での比較）

主な貸付先別に業況判断の推移をみると、申込と貸付では、「消費者向貸付が主体の貸金業者」が2023年12月の調査以
降マイナスで推移しており、先行きについても改善方向ではあるが依然マイナスとなっている。一方で、「事業者向貸付
が主体の貸金業者」では、先行きも含めプラス基調で推移しているが、先行きについては、悪化を見込んでいる。

回収については、貸付主体の別に関係なくマイナスで推移しているものの、 「事業者向貸付が主体の貸金業者」では改善
を見込んでいる。一方で、「消費者向貸付が主体の貸金業者」では、悪化を見込んでいる。

14．業況判断と先行きの予測 ①主な貸付先別

17
本編61・62ページ

申込状況

回収状況

貸付状況

収益状況
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-53.8

-23.1

0.0 0.0
23.1 7.7

-19.2
-17.3

-10.6

-4.8

-38.5

-22.1-14.7
-17.6 -8.8 -17.6 -23.5

-29.4

-60.0
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-20.0

0.0

20.0

23/12月 24/6月 24/12月 25/6月 25/12月 先行き（予測）

(ＤＩ) （ｎ=151）

現在の業況判断（ＤＩ・「良い」-「悪い」）と先行きの予測（消費者向貸付が主体の貸金業者/残高規模別）

消費者向貸付が主体の貸金業者の業況判断を残高規模別にみると、「残高500億円超の貸金業者」では、申込・貸付とも概
ねプラスで推移しているが、先行きは現状維持を予測している。一方、回収および収益状況では、プラス予測となっている。

「残高１億円超から500億円以下」 および「残高1億円以下」では、すべての項目でマイナス基調で推移しており、先行き
も依然厳しい予測となっている。

14．業況判断と先行きの予測 ②消費者向貸付が主体の貸金業者の残高規模別

18
本編65・66ページ *
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42.9%

17.3%

24.2%
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45.5%
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27.0%

11.9%

17.2%
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25.0%
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主に消費者向け
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主に事業者向け
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主に事業者向け

(n=190)
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主に事業者向け

(n=135)

主に消費者向け
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主に事業者向け
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事業拡大 現状維持 事業縮小 廃業・転業・事業承継等

残高500億円超

残高1億円超

500億円以下

個人貸金業者

残高1億円以下

15．今後の貸金事業の見通し
今後の貸金事業の見通しについて、「事業縮小」＋「廃業等」の占める割合を直近3年間の推移でみると、「事業者向貸付が主体
の貸金業者」では前年から減少したものの、「消費者向貸付が主体の貸金業者」では増加が継続している。

残高規模別にみると、 残高500億円超の事業者では、「消費者向貸付が主体の貸金業者」で50％、「事業者向貸付が主体の貸金業
者」で43％が事業拡大としているのに対して、残高1億円以下の「消費者向貸付が主体の貸金業者」や個人の「事業者向貸付が主
体の貸金業者」では、「事業縮小」＋「廃業等」の占める割合が、それぞれ34％、42％となっている。

今後の貸金事業の見通し
（全体・貸金業者の主な貸付先別）

今後の貸金事業の見通し
（貸金業者の残高規模別）
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16．金融犯罪や詐欺被害防止に向けた取組み
「消費者向貸付が主体の貸金業者」における金融犯罪や詐欺防止に向けた取組状況についてみると、「本人確認書類の偽造
等の不正防止のため本人確認を厳格化」、「資金使途や希望金額等に違和感がないか確認」、「信用情報機関の当日契約照
会件数確認による審査の厳格化」の3項目で実施率が9割を超えている。

また、①「申込時やホームページ、SNSで注意喚起」、②「資金使途や希望金額等に違和感がないか確認」、③「信用情報
機関の当日契約照会件数確認」について、残高規模別にみると、①は残高規模の大きい事業者の実施割合が高く、②③では、
残高規模によらず総じて実施割合が高い。

金融犯罪の被害防止等に向けた取組状況
主に消費者向け貸付を行っている貸金業者

金融犯罪の被害防止等に向けた取組状況（抜粋）
主に消費者向け貸付を行っている貸金業者／残高規模別
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金融犯罪や詐欺被害に関する相談窓口を設置して
いる

申込時やホームページ、ＳＮＳなどで、金融犯罪や
詐欺被害に 関する注意喚起をしている

申込時において、本人確認書類の偽造等の不正を
防ぐため、 本人確認を厳格化している

審査時において、信用情報機関の当日契約照会件
数を確認して 審査を厳格に行っている

審査時において、信用情報機関の電話番号登録情
報を確認して 審査を厳格に行っている

契約後において、同一デバイスによる複数ログイン
のモニタリングや 本人住所と出金場所に異常値が

ないかモニタリングしている

審査時において、資金使途や希望金額等に違和感
がないかを 確認している

不正アクセスを防ぐため、2段階認証や検知システ
ムを導入している

①申込時やホームページ、ＳＮＳで注意喚起している

③信用情報機関の当日契約照会件数を確認して 審査を厳格に行っている

①

②

③

92.3%

94.5%

82.8%

100.0%

0.0%

3.0%

8.6%
0.0%

7.7%

2.5%

8.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

残高500億円超(n=26)

残高1億円超500億円以下(n=236)

残高1億円以下(n=93)

個人貸金業者(n=50)

②資金使途や希望金額等に違和感がないかを 確認している
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17．金融リテラシー向上に向けた取組み
消費者向無担保貸金業者における金融リテラシー向上に向けた取組状況についてみると、「家計管理やローンに関する説
明・アドバイス」が最も高く「パンフレットやポスター、教材等での説明・注意喚起」が続く。前年との比較をみると、全
ても項目で、変化は見られない。

協会において取組みを強化して欲しいものでは、「パンフレットやポスター、教材等での説明、注意喚起等」、「ホーム
ページコンテンツでの説明、注意喚起等」、「金融詐欺被害の事例の収集と情報提供」、「基礎知識の理解度確認票の作
成」において、ニーズが高まっており、 「金融詐欺被害の事例の収集と情報提供」で顕著な高まりとなった 。

金融リテラシー向上に向けた取組み
消費者向無担保貸金業者
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79.0%

78.2%

46.9%

48.5%

26.0%

28.1%

3.6%

1.2%

4.8%

8.1%

23.8%

25.3%

2.3%

5.9%

8.1%

12.0%

25.0%

24.7%

25.0%

30.2%

11.9%

23.5%

16.9%

18.6%

20.2%

26.4%

26.4%

27.1%

12.9%

9.8%

28.1%

26.8%

49.0%

41.7%

84.5%

75.3%

78.3%

73.3%

56.0%

48.3%

71.3%

67.0%

0% 50% 100%

2025年度調査(n=124)

2024年度調査(n=133)

2025年度調査(n=96)

2024年度調査(n=97)

2025年度調査(n=96)

2024年度調査(n=96)

2025年度調査(n=84)

2024年度調査(n=85)

2025年度調査(n=83)

2024年度調査(n=86)

2025年度調査(n=84)

2024年度調査(n=87)

2025年度調査(n=87)

2024年度調査(n=85)

現在行っている 現在行っていないが、今後行いたい 現在行っていないし、今後も行う予定はない

対面や電話における顧客との会話を
通して、家計管理やローンの利用に

関する説明・アドバイス

顧客の金融に関する基礎知識等の

理解度を測る独自の確認票を作成

パンフレットやポスター、教材等で、
金融に関する基礎知識の説明、注意喚起等

ホームページコンテンツで金融に関する

基礎知識の説明、注意喚起等

メールマガジンで金融に関する

基礎知識の説明、注意喚起等

金融経済教育の指導者など人材の育成

金融詐欺等の事例の収集と情報提供

21.3%

46.6%

42.6%

41.1%

44.3%

41.1%

24.6%

41.1%

27.9%

26.0%

39.3%

23.3%

24.6%

16.4%

0 50 100

2025年度調査(n=61)

2024年度調査(n=73)

2025年度調査(n=61)

2024年度調査(n=73)

2025年度調査(n=61)

2024年度調査(n=73)

2025年度調査(n=61)

2024年度調査(n=73)

2025年度調査(n=61)

2024年度調査(n=73)

2025年度調査(n=61)

2024年度調査(n=73)

2025年度調査(n=61)

2024年度調査(n=73)

対面や電話における顧客との会話を通して、
家計管理やローンの利用に関する説明・アドバイス

顧客の金融に関する基礎知識等の
理解度を測る独自の確認票を作成

パンフレットやポスター、教材等で、

金融に関する基礎知識の説明、注意喚起等

ホームページコンテンツで金融に関する
基礎知識の説明、注意喚起等

メールマガジンで金融に関する
基礎知識の説明、注意喚起等

金融経済教育の指導者など人材の育成

金融詐欺等の事例の収集と情報提供

協会において取組みを強化して欲しいもの
消費者向無担保貸金業者／複数回答

1.7%

8.0%

2.7%

1.6%

28.9%

26.1%

22.2%

45.3%

50.6%

46.2%

16.1%

20.6%

30.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2025年度調査(n=696)

2024年度調査(n=694)

2023年度調査(n=693)

知っている（加入している） 知っている（加入を検討している）
知っている（加入は検討していない） 聞いたことはあるが、詳しくは知らない
全く知らない

金融リテラシー向上コンソーシアムの認知度

本編247ページ本編243ページ

本編245ページ
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71.8%

51.4%

31.9%

30.9%

27.0%

23.2%

21.4%

18.2%

13.6%

13.1%

68.8%

53.8%

31.7%

29.7%

27.0%

21.8%

21.5%

19.7%

14.1%

12.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報提供

提供サービス（加入メリット）の拡充

各種手続き（書面・押印・対面手続き）や

アンケート調査等のデジタル化の推進

時節のテーマに沿ったセミナーや講演会等の開催

集客、貸付、回収等の実務に沿った研修会の開催

専門家による法務等相談サービスの充実

協会員向け各種研修会の開催増加

資格試験の講習開催増加（開催地・回数等）

動画配信やＳＮＳを使った情報発信の強化

各種要望のとりまとめ等

2025年度調査(n=677) 2024年度調査(n=666)

協会に対して望むことについてみると、「情報提供」が最も多く7割を超えており、前回調査からの増加もみられる。
また、上位項目の、「時節のテーマに沿ったセミナーや講演会の開催」、「専門家による法務等相談サービスの充実」でも増加
がみられ、一方で「提供サービス（加入メリット）の拡充」は減少している。

提供して欲しい情報等については、「貸金業に関連する法律・判例の解説等に関する情報ついて」が最も多く、次いで「与
信管理に関する情報について」と「債権管理に関する情報について」が続いており、いずれも５割を超えている。

日本貸金業協会に対して望むこと（上位１０）
／複数回答
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18．日本貸金業協会に対して望むこと

本編283ページ 本編287ページ

提供して欲しい情報等について（上位１０）
／複数回答

73.9%

50.9%

50.5%

40.6%

40.1%

34.6%

28.4%

27.3%

23.6%

21.8%

53.2%

23.6%

23.9%

16.1%

16.1%

12.2%

8.1%

11.9%

8.1%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

貸金業に関連する法律・判例の解説等に

関する情報ついて

与信管理に関する情報について

債権管理に関する情報について

同業他社の動向に関する情報について

金融犯罪や詐欺被害等に関する情報に

ついて

銀行業界やクレジット業界などの貸金業

に関係する他業界の動向について

貸金業に関する各種統計情報等について

営業手法やマーケティング等に関する情

報について（事例の紹介を含む）

資金需要者等の借入意識や行動、資金

ニーズ等に関する情報について

事業のＤＸ化やシステム構築等に関する

情報について

提供して欲しい情報等(n=436) 特に欲しい情報等(n=385)
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19．ＳＮＳやブログの利用状況・ｴﾝﾍﾞﾃﾞｯﾄﾞﾌｧｲﾅﾝｽの実施状況
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利用状況を残高規模別にみると、SNSでは、500億円超の事業者では利用が６割を超えており、規模が小さくなるほど利用
割合も低く、個人貸金業者で１割弱となっている。一方、ブログの利用は、ほぼされておらず、関心も総じて低い。

また、エンベデッド・ファイナンス(組込み型金融)の実施状況をみると、「組込み型カード発行（決済カード等も含む）」
が35.5％と最も高く、次いで「組込み型融資サービス」が29.0％となった。

エンベデッド・ファイナンスの実施状況 （n=31）ＳＮＳやブログの利用状況

本編28ページ本編92ページ

61.8%

23.4%

13.1%

8.9%

8.8%

18.3%

12.6%

12.5%

29.4%

57.7%

74.3%

78.6%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

残高500億円超(n=34)

残高1億円超

500億円以下(n=350)

残高1億円以下(n=198)

個人貸金業者(n=56)

現在利用している 現在利用していないが、関心はある

現在利用していないし、関心もない 過去利用していたが、やめた

S
N
S

ブ
ロ
グ

0.0%

1.0%

0.6%

0.0%

10.3%

5.0%

3.3%

2.0%

89.7%

94.0%

96.1%

98.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

残高500億円超(n=29)

残高1億円超

500億円以下(n=298)

残高1億円以下(n=180)

個人貸金業者(n=49)

現在利用している 現在利用していないが、関心はある

現在利用していないし、関心もない 過去利用していたが、やめた

35.5%

29.0%

12.9%

9.7%

9.7%

9.7%

22.6%

41.9%

16.1%

12.9%

12.9%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

組込み型カード発行（決済カード等も含む）

組込み型融資サービス

組込み型保険サービス

組込み型銀行サービス

組込み型暗号資産取引サービス

その他

現在実施している 現在実施なし、今後実施する
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おわりに
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 今回の調査では、足元の全体残高は回復基調にあり、消費者向け・事業者向けともに増加基調で
推移しているが、事業規模や地域による格差の拡大も明確となっており、特に消費者向貸付を主
とする小規模貸金業者では、厳しい状況が続いている。一方、事業者向貸付が主体の貸金業者で
は、厳しい環境下にありながらも、比較的安定した業績推移がみられる。

 さらに、事業者自らの業況判断においては、消費者向貸付が主体の事業者では「悪い」、事業者
向貸付が主体の事業者では「良い」とする割合が高く、明確に評価が分かれている。

 また、「金融政策の変化」「円安・物価上昇」「人手不足・賃金上昇」などの環境変化により事
業活動への影響が拡大する中、人件費やシステムコスト、信用コスト、金融費用の見直しを通じ
て、収益構造の改善に向けた取組みが進められている。

 今後の事業見通しについては、 残高500億円超の事業者では、約50％が「事業拡大」としてい
るのに対して、残高1億円以下の事業者では約25％、個人においては約30％が「事業縮小」また
は「廃業等」としており、ここでも事業規模による格差がみてとれる。

 金融犯罪や詐欺被害防止に向けては、本人確認や審査の厳格化に加え、各種媒体を活用した金融
リテラシーの向上や詐欺被害への注意喚起などの取組みが、事業規模にかかわらず継続されてい
る。

 協会に対しては「情報提供」を望む声が最も多い。これを踏まえ、協会員の現状や貸金業をめぐ
る諸課題を的確に把握するため、協会員懇談会や個社訪問等による丁寧な情報収集機会の拡充を
図るとともに、貸金業関連団体や行政機関など業界内外からの情報収集を一層強化する。あわせ
て、調査研究活動についても、協会員の情報ニーズに的確に対応する観点から推進する。


